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１ 条例・規則 

1-1 稲城市防災会議条例  

稲城市防災会議条例 

昭和 38年 10月 1日 

条例第 101号 

(目的) 

第 1条 この条例は、災害対策基本法(昭和 36年法律第 223号)第 16条第 6項の規定に基づき、稲城

市防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織を定めることを目的とする。 

(所掌事務) 

第 2条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 稲城市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 市長の諮問に応じて防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(4) 前 3号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

(会長及び委員) 

第 3条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、市長をもって充てる。 

3 会長は、会務を総理する。 

4 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

5 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 東京都の知事の部内の職員のうちから市長が任命する者 

(2) 警視庁の警察官のうちから市長が任命する者 

(3) 市長がその部内の職員のうちから指名する者 

(4) 教育長 

(5) 消防長及び消防団長 

(6) 陸上自衛隊の隊員のうちから市長が任命する者 

(7) 東京都水道局の職員のうちから市長が任命する者 

(8) 稲城市女性防火クラブの会長 

(9) 自主防災組織を構成する者又は学職経験のある者のうちから市長が任命する者 

(10) 指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又は職員のうちから市長が任命する者 

(11) その他市長が防災上特に必要と認め、任命する者 

6 前項の委員の総数は、18人以内とする。 

7 第 5項第 9号から第 11号までに規定する委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期

は、その前任者の残任期間とする。 

8 前項の委員は、再任されることができる。 

(専門委員) 

第 4条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

2 専門委員は、関係地方行政機関の職員、東京都の職員、市の職員、関係指定公共機関、関係指定

地方公共機関の役員又は職員及び学識経験のある者のうちから、市長が任命する。 

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

(議事等) 

第 5条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事運営に関し必要な事項は、会長が防災会議に諮

って定める。 
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付則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付則(平成 12年条例第 17号) 

この条例は、平成 12年 4月 1日から施行する。 

付則(平成 14年条例第 31号) 

1 この条例は、平成 15年 4月 1日(以下「施行の日」という。)から施行する。 

2 この条例の施行の日以後この条例による改正後の条例第 3条第 5項第 7号の規定により最初に任

命する委員の任期については、同条第 7項の規定にかかわらず、平成 15年 6月 30日までとする。 

付則(平成 25年条例第 31号) 

(施行期日等) 

1 この条例中第 1条の規定は平成 25年 7月 1日から、第 2条の規定は公布の日から施行する。 

2 この条例による改正後の稲城市災害対策本部条例第 1条の規定は、平成 24年 6月 27日から適用

する。 
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1-2 稲城市災害対策本部条例  

稲城市災害対策本部条例 

昭和 38年 10月 1日 

条例第 102号 

(目的) 

第 1条 この条例は、災害対策基本法(昭和 36年法律第 223号)第 23条の 2第 8項の規定に基づき、

稲城市災害対策本部(以下「本部」という。)に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

(本部の組織) 

第 2条 本部に本部長室及び部を置く。 

2 部に部長を置く。 

3 本部長室及び部に属すべき本部の職員は、市規則で定める。 

(職務) 

第 3条 災害対策本部長(以下「本部長」という。)は、本部の事務を総括し、本部の職員を指揮監督

する。 

2 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、その職務を代理する。 

3 部長は、本部長の命を受け、部の事務を掌理する。 

4 災害対策本部員は、本部長の命を受け、本部長室の事務に従事する。 

5 その他の本部の職員は、部長の命を受け、部の事務に従事する。 

(雑則) 

第 4条 第 2条及び第 3条に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、市規則で定める。 

付則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付則(平成 12年条例第 18号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付則(平成 25年条例第 31号)抄 

(施行期日等) 

1 この条例中第 1条の規定は平成 25年 7月 1日から、第 2条の規定は公布の日から施行する。 
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1-3 稲城市災害対策本部条例施行規則  

稲城市災害対策本部条例施行規則 

昭和 52年 3月 7日 

規則第 6号 

(目的) 

第 1条 この規則は、稲城市災害対策本部条例(昭和 38年稲城市条例第 102号。以下「条例」とい

う。)第 2条第 3項及び第 4条の規定に基づき、稲城市災害対策本部(以下「本部」という。)の組

織及びその所掌事務等について、必要な事項を定めることを目的とする。 

(本部長室の所掌事務) 

第 2条 本部長室は、次に掲げる事項について本部の基本方針を審議策定する。 

(1) 本部の非常配備態勢及びその廃止に関すること。 

(2) 重要な災害情報の収集及び伝達に関すること。 

(3) 避難の勧告又は指示に関すること。 

(4) 東京都、国及び関係機関に対する応援の要請に関すること。 

(5) 災害救助法(昭和 22年法律第 118号)の適用に関すること。 

(6) 災害対策に要する経費の処理方法に関すること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、重要な災害対策に関すること。 

(本部長室の構成) 

第 3条 本部長室は、次の者をもって構成する。 

(1) 災害対策本部長(以下「本部長」という。) 

(2) 災害対策副本部長(以下「副本部長」という。) 

(3) 災害対策本部員(以下「本部員」という。) 

(副本部長) 

第 4条 副本部長は、副市長及び教育長をもって充てる。 

2 条例第 3条第 2項の規定により副本部長が本部長の職務を代理する場合は、副市長、教育長の順

序による。 

(本部員) 

第 5条 本部員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

総務部長、企画部長、市民部長、産業文化スポーツ部長、福祉部長、子ども福祉部長、都市建設

部長、都市環境整備部長、病院事業管理者、市立病院事務長、議会事務局長、会計管理者、教育部

長、教育指導担当部長、消防長、消防団長、総務部総務契約課長、総務部財産管理課長、企画部企

画政策課長、企画部秘書広報課長、企画部財政課長、企画部 ICT推進課長、福祉部生活福祉課長、

福祉部健康課長、教育部教育総務課長、消防本部防災課長 

2 前項の規定にかかわらず、本部長は、必要と認めるときは、市の職員のうちから本部員を指名す

ることができる。 

(部の設置及び分掌事務) 

第 6条 本部に次の部を置く。 

(1) 総務部 

(2) 企画部 

(3) 市民部 

(4) 産業文化スポーツ部 

(5) 福祉部 

(6) 子ども福祉部 

(7) 都市建設部 

(8) 都市環境整備部 
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(9) 市立病院 

(10) 議会事務局 

(11) 教育部 

(12) 消防本部 

(13) 消防団 

2 前項の部の部長及び分掌事務は、別表のとおりとする。 

3 第 1項の部に属すべき職員は、別表中部の区分に応じてそれぞれ摘要欄に定める組織に所属する

職員とし、同欄に定めのない組織の職員については、部長間で協議の上、その属すべき部を定める

ものとする。 

4 前項に掲げるもののほか、部の編成に関し必要な事項は、部長が定める。 

(会議) 

第 7条 本部長は、災害対策の推進を図る必要があると認めたときは、部長会議又は本部員会議を招

集することができる。 

(職務権限) 

第 8条 本部の職員は、特に定める場合又は特に指示された場合を除き、通常の行政組織における職

務権限に基づき、本部の事務を処理する。 

(雑則) 

第 9条 この規則の施行について必要な事項は、本部長が定める。 

付則 

1 この規則は、昭和 52年 3月 10日から施行する。 

2 稲城市災害対策本部条例施行規則(昭和 45年規則第 4号)は、廃止する。 

付則(昭和 53年規則第 9号) 

この規則は、昭和 53年 4月 1日から施行する。 

付則(昭和 55年規則第 9号) 

この規則は、昭和 55年 4月 1日から施行する。 

付則(昭和 56年規則第 4号) 

この規則は、昭和 56年 4月 1日から施行する。 

付則(昭和 58年規則第 3号) 

この規則は、昭和 58年 4月 1日から施行する。 

付則(昭和 58年規則第 14号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、昭和 58年 8月 1日から施行する。 

付則(昭和 59年規則第 5号) 

この規則は、昭和 59年 4月 1日から施行する。 

付則(昭和 63年規則第 11号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、昭和 63年 5月 16日から施行する。 

付則(平成 2年規則第 24号) 

この規則は、平成 2年 4月 2日から施行する。 

付則(平成 3年規則第 22号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

付則(平成 4年規則第 2号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成 4年 4月 1日から施行する。 

付則(平成 5年規則第 6号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成 5年 4月 1日から施行する。 
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付則(平成 7年規則第 4号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成 7年 4月 1日から施行する。 

付則(平成 8年規則第 14号) 

この規則は、平成 8年 8月 1日から施行する。 

付則(平成 11年規則第 33号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

付則(平成 13年規則第 14号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成 13年 4月 1日から施行する。 

付則(平成 18年規則第 11号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成 18年 4月 1日から施行する。 

付則(平成 19年規則第 9号)抄 

(施行期日) 

第 1条 この規則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

(稲城市災害対策本部条例施行規則の一部改正に伴う経過措置) 

第 6条 改正法附則第 3条第 1項の規定により収入役が在職する場合においては、この規則による改

正前の稲城市災害対策本部条例施行規則第 4条第 1項及び第 2項に規定する収入役に関する部分

は、なおその効力を有する。 

付則(平成 20年規則第 8号) 

この規則は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

付則(平成 23年規則第 6号)抄 

1 この規則は、平成 23年 4月 1日から施行する。 

付則(平成 24年規則第 18号) 

この規則は、平成 24年 4月 1日から施行する。 

付則(平成 25年規則第 1号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

付則(平成 26年規則第 19号) 

この規則は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

付則(平成 31年規則第 7号) 

この規則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

付則(令和 3年規則第 1号) 

この規則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

付則(令和 5年規則第 4号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

付則(令和 5年規則第 10号)抄 

(施行期日) 

第 1条 この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

 

別表(第 6条関係) 略 
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２ 応援協定 

2-1 他自治体等との相互応援協定 

協定名 協定先 締結年月日 内容等 

東京消防庁･稲城市消防相

互応援協定 
東京消防庁 昭和45年5月18日 

火災等の相互応援 

府中市の一部･調布市の一

部･多摩市の一部(消防団を

含む) 

稲城市･多摩市消防団相互

応援協定 
多摩市消防団 

昭和51年6月1日 

(令和3年4月1日修

正) 

火災等の消防団相互応援  

多摩市の連光寺･聖ヶ丘･馬

引沢･諏訪の一部 

東京都防災行政無線局設

置等に関する協定 
東京都 昭和54年4月1日 

災害時における連絡体制の

確保 

稲城市消防本部と米空軍

第 374 空輸団との消防相

互応援協定 

米空軍第374空輸団 昭和60年1月23日 
火災等の相互応援 多摩ｻｰ

ﾋﾞｽ補助施設(稲城市内) 

川崎市･稲城市消防相互応

援協定 
川崎市 昭和60年6月21日 

火災等の相互応援 多摩区

の一部･麻生区の一部 

第1分団出場区域 多摩区の

一部 

第 5･6 分団出場区域の一

部 

全国青年市長会災害相互

応援に関する要綱 
全国青年市長会 平成7年10月 27日 

災害時における会員市の相

互応援 

稲城市･大空町災害時相互

応援協定 
大空町 

平成7年11月 24日 

(平成 25 年 4 月 1 日

修正) 

災害時における相互応援 

東京都26市 3町 1村震災

時の相互応援協定 
東京都26市3町1村 平成8年 3月1日 災害時における相互応援 

災害時における資機材等

の提供に関する覚書 

警視庁多摩中央警察

署 
平成17年3月24日 

災害時における応急対策活

動用建設資機材の提供 

稲城市災害対策用無線設

置に関する協定 

警視庁多摩中央警察

署 
平成20年7月29日 

稲城市災害対策用無線の設

置及び管理 

稲城市･野沢温泉村災害時

等相互応援協定 
野沢温泉村 平成20年7月30日 

災害時における救護等の相

互応援 

新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等出現時に

おける施設等使用に関す

る協定 

警視庁多摩中央警察

署 

平成21年6月8日 

(平成29年8月28日

修正) 

新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等の出現時の

対応 

稲城市･相馬市災害時等相

互応援協定 
相馬市 平成23年6月1日 

災害時における救護等の相

互応援 

災害時の情報交換に関す

る協定 

国土交通省関東地方

整備局 
平成25年4月1日 

災害時の各種情報交換に関

する協定 

東京都及び区市町村相互

間の災害時等協力協定 
東京都及び区市町村 令和3年12月 27日 災害時における相互協力 

稲城市･総社市災害時相互

応援協定 
総社市 令和4年2月2日 災害時における相互協力 
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協定名 協定先 締結年月日 内容等 

水害時の緊急避難先とし

ての都営住宅等の空き住

戸使用に関する協定 

東京都 令和4年9月1日 

水害時に市の地域防災計画

で指定する避難場所等に住

民が避難する時間的余裕が

ない場合､東京都の管理す

る都営住宅等の空き住戸を

緊急避難先として使用する

協定 
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2-2 民間団体等との協定 

協定名 協定先 締結年月日 内容 

災害時における米穀の供

給に関する協定 

稲城市米穀小売商

組合 
昭和56年10月19日 災害時における米穀の供給 

災害時における食品の供

給に関する協定 
稲城酒販組合 昭和60年4月20日 災害時における食品の供給 

災害時における麺類等の

調達に関する協定 
稲城そば商組合 平成8年8月27日 

災害時における麺類等の供

給 

災害時における応急用食

糧品及び日用品等の供給

に関する協定 

東京南農業協同組

合 

平成8年8月27日 

(平成 25 年 4 月 1 日

修正) 

災害時における応急用食糧

品及び日用品等の供給 

災害時における稲城市･郵

便局の協力に関する協定 
多摩郵便局 平成9年11月 1日 

災害時における緊急用車両

等の提供 

災害時における緊急設備

支援に関する協定 

株式会社ｾﾚｽﾎﾟ西東

京支店 

平成10年1月5日 

(平成 25 年 7 月 1 日

修正) 

災害時における避難所ﾃﾝﾄ

設備等の提供 

災害時に医療救護活動に

ついての協定 

一般社団法人稲城

市医師会 
平成10年3月2日 

災害時における医療救護活

動 

災害時における LP ｶﾞｽの

供給に関する協定 

一般社団法人東京

都ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会南

多摩支部稲城部会 

平成11年6月1日 

(令和 3年 8月 1日修

正) 

災害時における LP ｶﾞｽの供

給 

災害時の歯科医療救護活

動に関する協定 

公益社団法人東京

都八南歯科医師会 

公益社団法人東京

都八南歯科医師会

稲城支部 

平成12年3月27日 
災害時における歯科医療救

護活動 

災害救助犬の出動に関す

る協定 

特定非営利活動法

人全国災害救助犬

協会 

平成15年12月1日 
災害時における災害救助犬

による被災者の捜索活動 

災害時における災害情報

の放送に関する協定 
株式会社多摩ﾃﾚﾋﾞ 平成16年10月20日 

災害時における災害情報等

放送活動 

災害時における資機材等

の提供に関する覚書 

稲城市総合建設業

協会 
平成17年3月24日 

災害時における応急対策活

動用建設資機材の提供 

災害時における飲料水の

供給に関する協定 

ｻﾝﾄﾘｰ食品工業株式

会社 多摩川工場 
平成17年7月29日 

災害時における応急用飲料

水の供給 

災害救助犬の出動に関す

る協定 

特定非営利活動法

人日本救助犬協会 
平成17年9月27日 

災害時における災害救助犬

による被災者の捜索活動及

び被災した市民への訪問犬

の訪問 

災害時における指定金融

機関との取り決め 

株式会社みずほ銀

行稲城中央支店 
平成17年11月1日 

災害時における公金の取扱

等 

災害時の二次避難所の運

営に関する協定 

社団法人平尾会ひ

らお苑 

社団法人博愛会ｹｱﾊ

ｳｽﾊｰﾓﾆｰ松葉 

社団法人永明会い

なぎ苑 

平成18年1月5日 
災害時の二次避難所の運営

等 
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協定名 協定先 締結年月日 内容 

災害時の二次避難所の運

営に関する協定 

社団法人正吉福祉

会 いなぎ正吉苑や

のくち正吉苑 

平成18年1月5日 

(平成 26 年 2 月 3 日

修正) 

災害時の二次避難所の運営

等 

災害時における福祉避難

所の開設等に関する協定 

特定医療法人研精

会 ﾃﾞﾝﾏｰｸｲﾝ若葉台

稲城台病院 

平成18年1月5日 

(令和 4年 8月 1日修

正) 

災害時の福祉避難所の開設

等 

災害時における福祉避難

所の開設等に関する協定 

社団法人正夢の会 

ﾊﾟｻｰｼﾞｭいなぎ RUE

若葉台 

平成18年1月5日 

(令和 5 年 11 月 1 日

修正) 

災害時の福祉避難所の開設

等 

災害時における災害情報

の放送に関する協定 

株式会社ｼﾞｪｲｺﾑせ

たまち 
平成18年12月18日 災害情報等の放送活動 

災害時における協力体制

に関する協定 
学校法人駒澤学園 

平成19年4月3日 

(令和 3 年 7 月 15 日

修正) 

災害が発生した場合に市民

等の安全確保を図るための

協力要請 

災害時の動物救護の対策

に関する協定 

社団法人東京都獣

医師会南多摩支部

稲城部会 

平成20年2月19日 

災害が発生した際における

動物の保護対策及び動物救

護等の協力要請 

災害時における理容ｻｰﾋﾞｽ

業務の提供に関する協定 

東京都理容生活衛

生同業組合 南多摩

支部 

平成20年6月6日 

災害時における避難所の公

衆衛生向上及び住民の精神

的安定を図るための理容ｻｰ

ﾋﾞｽ業務の提供 

災害時における災害情報

の収集等の協力に関する

協定 

稲城市ｱﾏﾁｭｱ無線災

害情報協力会 
平成20年8月12日 

災害時又は発生するおそれ

がある場合の情報収集等の

協力要請 

災害時等における応急対

策活動に関する協定 

稲城市総合建設業

協会 
平成20年11月4日 

災害時における応急対策活

動等の協力要請 

災害時における協力体制

に関する協定 
学校法人日本大学 平成21年12月24日 

災害時における緊急消防援

助隊の活動拠点､災害時臨

時離着陸等に係る協力体制 

災害時における協力体制

に関する協定 
公益社団法人九段 

平成23年7月25日 

(令和 2 年 7 月 25 日

更新) 

災害時における緊急消防援

助隊の活動拠点､災害時臨

時離着陸､一時避難場所及

び避難施設等に係る協力体

制 

災害時の医療救護活動に

関する協定 

一般社団法人南多

摩薬剤師会 
平成23年10月1日 

災害時における災害医療救

護活動の協力要請 

災害時の避難所の運営に

関する協定 

社会福祉法人東保

育会 

平成23年10月14日 

(平成 27 年 4 月 1 日

更新) 

災害時の避難所の運営等 

災害時における応急対策

活動等への協力に関する

協定 

株式会社ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯ

ﾄ稲城 

平成23年12月6日 

(平成 30年 1月 10日

更新) 

災害時における応急対策活

動等の協力要請及びごみ･

がれきの仮集積所等の貸与 

災害時の緊急輸送業務に

関する協定 

一般社団法人東京

都ﾄﾗｯｸ協会 多摩支

部 

平成23年12月20日 
災害時における緊急輸送業

務の協力要請 

災害時における食品等の

供給に関する協定 

大塚食品株式会社

東京支店 

平成24年11月1日 

(平成 31 年 4 月 1 日

更新) 

災害時における食品等の供

給 
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協定名 協定先 締結年月日 内容 

災害時におけるｶﾞｿﾘﾝの供

給に関する協定 
ｷｭｰｿｰﾃｨｽ株式会社 

平成24年12月1日 

(令和 3年 4月 1日更

新) 

災害時におけるｶﾞｿﾘﾝの供

給 

災害時における物資の供

給に関する協定 
株式会社三和 平成25年2月1日 災害時における物資の供給 

災害時における市内新聞

販売店との支援協力に関

する協定 

読売･日経新聞京王

若葉台店 

朝日新聞多摩ﾆｭｰﾀｳ

ﾝ稲城 

朝日新聞稲城販売

所 

産経新聞稲城販売

店 

毎日新聞社稲城専

売所 

読売新聞新百合ヶ

丘ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

読売新聞 YC よみう

りﾗﾝﾄﾞ前 

平成25年4月1日 
災害時における被害情報の

収集､情報伝達支援等 

災害時に係る情報発信等

に関する協定 
LINE ﾔﾌｰ株式会社 平成25年4月15日 災害時に係る情報発信等 

災害時における応急対策

活動に関する協定 

日本機械工業株式

会社 
平成25年7月1日 

災害時における応急対策活

動 

災害時における応急対策

活動に関する協定 

日本綜合産業株式

会社 
平成25年7月1日 

災害時における応急対策活

動 

災害時における災害時要

援護者用避難自動車供給

協力に関する協定 

八幸自動車株式会

社 
平成25年7月1日 

災害時における災害時要援

護者用避難自動車供給協力 

災害時における応急対策

活動に関する協定 
有限会社松田興業 平成25年9月1日 

災害時における応急対策活

動 

災害時における地図製品

等の供給に関する協定 
株式会社ｾﾞﾝﾘﾝ 平成25年10月1日 

災害時における地図製品等

の供給 

稲城市災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの

設置運営等に関する協定 

社会福祉法人 稲城

市社会福祉協議会 

平成25年12月6日 

(令和 3年 4月 1日修

正) 

災害時におけるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀ

ｰの設置運営､車両や資機材

等の貸与 

災害時における入浴施設

の供用に関する協定 

株式会社よみうりﾗ

ﾝﾄﾞ 
平成25年12月12日 

災害時における被災者等の

入浴支援 

災害時における公益社団

法人 東京都柔道整復師会

会員の協力に関する協定 

公益社団法人東京

都柔道整復師会南

多摩支部 

平成26年3月11日 
災害時における災害応急対

策活動 

災害時における廃棄物の

収集及び運搬の協力に関

する協定 

株式会社加藤商事 

株式会社調布清掃 

株式会社ﾍﾟｴｯｸｽ 

平成26年9月29日 
災害時における災害廃棄物

等の収集及び運搬等の協力 

災害時におけるし尿の収

集等の実施に関する協定 
株式会社ﾍﾟｴｯｸｽ 平成26年9月29日 

災害時におけるし尿の収集

及び運搬等の協力 

災害時における医薬品等

の調達業務に関する協定 

ｱﾙﾌﾚｯｻ株式会社 町

田支店 

酒井薬品株式会社 

町田営業所 

平成27年3月26日 

 

 

 

災害時における医薬品等の

調達業務に対する協力 
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協定名 協定先 締結年月日 内容 

株式会社ｽｽﾞｹﾝ府中

第二支店 

東邦薬品株式会社 

立川･府中営業所 

株式会社ﾒﾃﾞｨｾｵ町

田支店 

 

 

平成27年3月26日 

(令和 3年 1月 1日修

正) 

災害時における車両等の

供給協力に関する協定 

NPO 法人全日本ﾚｯｶｰ

協会 
平成27年11月12日 

災害時の物品輸送､人員輸

送､放置車両等の障害物除

去等の応急活動に必要な車

両等の供給協力 

災害時における物資の供

給協力に関す協定 

生活協同組合ｺｰﾌﾟ

みらい 
平成28年3月23日 災害時における物資の供給 

広告付避難場所等電柱看

板に関する協定 

東電ﾀｳﾝﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ株

式会社多摩総支社 
平成28年11月1日 

市民等を避難場所などへ避

難させるための広告付避難

場所等電柱看板を整備 

災害時における協力体制

に関する協定 

綜合警備保障株式

会社 
平成29年1月17日 

災害時における避難施設等

に係る協力体制 

災害時における遺体安置

所の施設使用等に関する

協定 

稲城･府中墓苑組合 平成29年3月13日 

災害時における遺体安置所

の施設の一部を遺体の検

視､検案､安置､遺留品の保

管及び遺体の遺族への引渡

し場所として提供 

災害時における応急活動

の協力に関する協定 

一般社団法人東京

都自動車整備振興

会 調布多摩川支部 

平成29年5月12日 

災害時における障害物の除

去､緊急自動車の整備､ｵｰﾌﾟ

ﾝｽﾍﾟｰｽの提供及び運転者を

含む搬送車両の供給並びに

物資搬送の協力 

災害時における応急活動

の協力に関する協定 

 

災害時における無人航空

機を活用した支援活動等

に関する協定 

特定非営利活動法

人 ｸﾗｲｼｽﾏｯﾊﾟｰｽﾞ･

ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

平成29年7月26日 

無人航空機(ﾄﾞﾛｰﾝ)による

被災状況調査及び無人航空

機により撮影した情報の提

供 

多摩地域における下水道

管路施設の災害時復旧支

援に関する協定 

東京都下水道局・多

摩地域30市町村・公

益財団法人東京都

都市づくり公社・下

水道メンテナンス

協同組合 

平成30年10月29日 
下水道導管路施設が被災し

た際の復旧支援 

災害時における被災者支

援に関する協定 

東京都行政書士会 

府中支部 
平成31年1月25日 

災害時において､被災者支

援のための行政書士業務相

談 

災害時における協力体制

に関する協定 

株式会社K ・P ・G ｽﾃ

ｰｼｮﾝﾎﾃﾙちゃぼ 
平成31年4月1日 

災害時に被災した妊産婦等

の安全確保のための避難場

所の提供 

災害時における施設の提

供及び物資の供給に関す

る協定 

ｲｵﾝﾀｳﾝ株式会社 

ｲｵﾝﾏｰｹｯﾄ株式会社 
令和元年12月12日 

災害時において､一時的な

避難場所として施設の提供

及び物資の提供 
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協定名 協定先 締結年月日 内容 

浸水時における緊急時避

難協力施設としての一時

使用に関する協定 

ＤＣＭ株式会社 令和２年３月 30 日 

集中豪雨又は台風に伴う浸

水が発生し、又は発生する

おそれがある場合におい

て、緊急に避難する緊急時

避難場所として施設の一部

を提供 

災害時における輸送業務

に関する協定 
日本ﾘｰｽ株式会社 令和2年3月30日 

災害時において避難者等の

輸送に関する協力 

災害時における帰宅困難

者の受入れ等に関する協

定 

高勝寺 令和2年4月1日 
災害時における帰宅困難者

への施設の提供 

災害時における相互応援

に関する協定 

東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯ

ﾄﾞ株式会社多摩総

支社 

令和2年8月1日 

自然災害に伴う停電が発生

した場合､停電発生状況に

関する情報共有や早期の電

力復旧における相互応援 

災害時における帰宅困難

者の受入れ等に関する協

定 

医療法人社団慶成

会 よみうりﾗﾝﾄﾞ慶

友病院 

令和2年8月1日 

災害時における帰宅困難者

への施設及び輸送に必要な

人員､車両の提供 

災害時における協力体制

に関する協定 

株式会社東横ｲﾝ府

中南武線南多摩駅

前 

令和2年8月1日 

大規模災害時､避難が中長

期にわたる場合における高

齢者等要配慮者への避難場

所の提供及び帰宅困難者へ

の施設の提供 

多摩川衛生組合と構成市

における一般廃棄物処理

に係る支援協定 

多摩川衛生組合 令和２年 11 月１日 
災害時等の一般廃棄物処理

に係る支援の実施 

災害時における燃料等の

供給に関する協定 

有限会社川正治商

店 
令和3年4月1日 

災害時における燃料及び資

機材の供給 

災害時における燃料等の

供給に関する協定 

有限会社松本燃料

店 
令和3年4月1日 

災害時における燃料及び資

機材の供給 

指定緊急避難場所施設利

用に関する協定 

東京都立若葉総合

高等学校 
令和3年4月1日 

大規模災害発生時における

指定緊急避難場所としての

施設の提供 

災害時における支援の協

力に関する協定 

株式会社ｼﾞｪｲｺﾑ湘

南･神奈川町田･川

崎局 

令和3年6月1日 
大規模災害時における人員

及び車両等の提供 

災害時における支援の協

力に関する協定 

OpenStreet 株式会

社 
令和4年4月1日 

大規模災害時における電動

ｱｼｽﾄ自転車及び積載ﾊﾞｯﾃﾘｰ

等の提供 

災害時における支援の協

力に関する協定 
ﾔﾏﾄ運輸株式会社 令和4年6月23日 

大規模災害時における人

員､車両の提供及び物資の

搬送等 

災害時における支援の協

力に関する協定 
佐川急便株式会社 令和4年9月14日 

大規模災害時における支援

物資の受入れや管理､物資

搬送に必要な人員､車両及

び施設の提供 

災害時における介護ｻｰﾋﾞｽ

の提供等に関する協定 

株式会社ﾍﾟｱｳｪﾙ多

摩川 介護付有料老

人ﾎｰﾑﾍﾟｱｳｪﾙ多摩川 

令和4年10月 25日 
大規模災害時における避難

所での身体介護等の介護ｻｰ
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協定名 協定先 締結年月日 内容 

ﾋﾞｽの提供､避難所への福祉

用具等物資の提供 

災害時における介護ｻｰﾋﾞｽ

の提供等に関する協定 

株式会社あじさいｹ

ｱ 
令和4年10月 25日 

大規模災害時における避難

所での入浴介護等の介護ｻｰ

ﾋﾞｽの提供 

災害時における給電車両

貸与等に関する協定 

S&D 多摩ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

株式会社 

ﾄﾖﾀ S&D 西東京株式

会社 

令和5年2月20日 

大規模災害時に､市内で大

規模停電等の電力不足にお

ける､電力供給が可能な給

電車両等の提供 

災害時における物資の供

給に関する協定 

株式会社ｱｲﾘｽﾌﾟﾗｻﾞ 

ﾕﾆﾃﾞｨｶﾝﾊﾟﾆｰ 
令和5年3月20日 

災害時における食糧品及び

生活必需品の供給 

災害時における障害福祉ｻ

ｰﾋﾞｽ等の提供等に関する

協定 

生活ｸﾗﾌﾞ生活協同

組合 生活ｸﾗﾌﾞあの

ねのお家 

令和5年12月 27日 

災害時における障害福祉ｻｰ

ﾋﾞｽ又は障害児通所支援の

利用者への安否確認､障害

福祉ｻｰﾋﾞｽ等の提供等 

災害時における給電車両

貸与等に関する協定 

日産東京販売株式

会社 

日産自動車株式会

社 

令和6年3月21日 

大規模災害時に､市内で大

規模停電等の電力不足にお

ける､電力供給が可能な給

電車両等の提供 

災害時における障害福祉ｻ

ｰﾋﾞｽ等の提供等に関する

協定 

学校法人子どもの

森  発 達 支 援

SmileOn 

令和6年4月1日 

災害時における障害福祉ｻｰ

ﾋﾞｽ又は障害児通所支援の

利用者への安否確認､障害

福祉ｻｰﾋﾞｽ等の提供等 

災害時における障害福祉ｻ

ｰﾋﾞｽ等の提供等に関する

協定 

学校法人東京青葉

学院ｽﾊﾟｰｸ稲城ｵﾚﾝ

ｼﾞ 

令和6年5月30日 

災害時における障害福祉ｻｰ

ﾋﾞｽ又は障害児通所支援の

利用者への安否確認､障害

福祉ｻｰﾋﾞｽ等の提供等 

災害時における特別法律

相談に関する協定 

東京弁護士会 

第一東京弁護士会 

第二東京弁護士会 

各弁護士会多摩支

部 

令和6年7月9日 
災害発生時に市が行う特別

法律相談への弁護士の派遣 
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３ 防災関連資料 

3-1 避難施設  

【地震時の避難場所・避難所】 

地区 番号 名称 所在地 指定緊急避難場所 指定避難所 

矢野口 

1 第二文化センター 矢野口 1780番地 － ● 

2 松葉集会所 矢野口 1892番地 － ● 

3 稲城第七小学校 矢野口 1901番地の２ ● ● 

4 
矢野口コミュニティー防災セ

ンター 
矢野口 2271番地の１ － ● 

5 稲城第三中学校 矢野口 3043番地 ● ● 

6 公益社団法人九段盡性園 矢野口 3750番地の 11 ● ● 

7 南山小学校 矢野口 3635番地 ● ● 

東長沼 

8 第四文化センター 東長沼 271番地 － ● 

9 稲城第一小学校 東長沼 956番地 ● ● 

10 吉方公園 東長沼 1728番地 ● － 

11 中央文化センター 東長沼 2111番地 － ● 

12 北緑地公園 東長沼 2996番地 ● － 

大丸 

13 稲城第三小学校 大丸 100番地 ● ● 

14 大丸地区会館 大丸 251番地 － ● 

15 大丸公園 大丸 1097番地 ● － 

16 稲城第六小学校 大丸 2110番地 ● ● 

17 大丸第二公園 大丸 2167番地の２ ● － 

百村 

18 稲城第一中学校 百村 23番地 ● ● 

19 
百村コミュニティー防災セン

ター 
百村 2017番地 － ● 

坂浜 

20 稲城第二小学校 坂浜 590番地 ● ● 

21 稲城第二中学校 坂浜五丁目１番地の１ ● ● 

22 
坂浜コミュニティー防災セン

ター 
坂浜 974番地 － ● 

23 都立若葉総合高校グラウンド 坂浜 1434番地の３ ● － 

平尾 

24 複合施設ふれんど平尾 平尾一丁目 9番地の１ ● ● 

25 第三文化センター 平尾一丁目 20番地の５ － ● 

26 平尾小学校 平尾三丁目１番地の３ ● ● 

27 平尾近隣公園 平尾三丁目７番地の 20 ● － 

押立 

28 稲城第四小学校 押立 1250番地 ● ● 

29 稲城第四中学校 押立 1768番地 ● ● 

30 押立ふれあい会館 押立 663番地 － ● 

向陽台 

31 稲城第五中学校 向陽台三丁目１番地の１ ● ● 

32 向陽台小学校 向陽台三丁目２番地 ● ● 

33 稲城中央公園野球場 向陽台四丁目１番地の１ ● － 

34 城山公園 向陽台四丁目６番地 ● － 
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地区 番号 名称 所在地 指定緊急避難場所 指定避難所 

35 城山文化センター 向陽台六丁目７番地 － ● 

36 城山小学校 向陽台六丁目 17番地 ● ● 

長峰 

37 稲城市総合体育館 長峰１丁目１番地 － ● 

38 稲城中央公園総合グランド 長峰１丁目１番地 ● － 

39 長峰小学校 長峰二丁目８番地 ● ● 

40 
長峰コミュニティー防災セン

ター 
長峰二丁目 31番地の１ － ● 

若葉台 

41 若葉台公園 若葉台一丁目 19番地の１ ● － 

42 稲城第六中学校 若葉台三丁目 11番地 ● ● 

43 若葉台小学校 若葉台四丁目５番地 ● ● 

 

【風水害・土砂災害時の避難施設】 

地区 番号 名称 所在地 

矢野口 
1 稲城第三中学校 矢野口 3043番地 

2 南山小学校 矢野口 3635番地 

東長沼 3 中央文化センター 東長沼 2111番地 

百村 
4 稲城第一中学校 百村 23番地 

5 百村コミュニティー防災センター 百村 2017番地 

坂浜 

6 稲城第二小学校 坂浜 590番地 

7 稲城第二中学校 坂浜五丁目１番地の１ 

8 坂浜コミュニティー防災センター 坂浜 974番地 

平尾 

9 複合施設ふれんど平尾 平尾一丁目 9番地の１ 

10 第三文化センター 平尾一丁目 20番地の５ 

11 平尾小学校 平尾三丁目１番地の３ 

向陽台 

12 稲城第五中学校 向陽台三丁目１番地の１ 

13 向陽台小学校 向陽台三丁目２番地 

14 城山文化センター 向陽台六丁目７番地 

15 城山小学校 向陽台六丁目 17番地 

長峰 

16 稲城市総合体育館 長峰一丁目１番地 

17 長峰小学校 長峰二丁目８番地 

18 長峰コミュニティー防災センター 長峰二丁目 31番地の１ 

若葉台 
19 稲城第六中学校 若葉台三丁目 11番地 

20 若葉台小学校 若葉台四丁目５番地 
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【福祉避難所】 

地区 番号 名称 所在地 

矢野口 

1 矢野口正吉苑 矢野口 1840番地の３ 

2 ケアハウスハーモニー松葉 矢野口 1806番地 

3 中島ゆうし保育園 矢野口 256番地 

東長沼 4 本郷ゆうし保育園 東長沼 2115番地の２ 

大丸 5 大丸ゆうし保育園 大丸 82番地の４ 

百村 6 いなぎ苑 百村 255番地 

平尾 

7 ひらお苑 平尾二丁目 49番地の 20 

8 いなぎ正吉苑 平尾四丁目 16番地の１ 

9 第五保育園 平尾四丁目 45番地の２ 

若葉台 

10 デンマークイン若葉台 若葉台三丁目７番地の１ 

11 稲城台病院 若葉台三丁目７番地の１ 

12 パサージュいなぎ 若葉台四丁目 32番地の３ 

13 RUE若葉台 若葉台四丁目 32番地の２ 
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3-2 危険区域内（浸水想定区域・土砂災害警戒区域）の要配慮者利用施設 

【浸水想定区域】 

№ 種別 施設名 所在地 

1 

学
校
・
学
童
等 

1 稲城市立稲城第一小学校 東長沼956番地 

2 2 稲城市立稲城第三小学校 大丸100 

3 3 稲城市立稲城第四小学校 押立1250番地 

4 4 稲城市立稲城第六小学校 大丸2110番地 

5 5 稲城市立稲城第七小学校 矢野口1901-2 

6 6 稲城市立稲城第四中学校 押立1768番地 

7 7 第一小学校 放課後子ども教室 東長沼956番地 

8 8 第三小学校 放課後子ども教室 大丸100番地 

9 9 第四小学校 放課後子ども教室 押立1250番地 

10 10 第六小学校 放課後子ども教室 大丸2110番地 

11 11 第七小学校 放課後子ども教室 矢野口1901－2 

12 12 第四児童館 東長沼271番地 

13 13 第四文化センター 学童クラブ 東長沼271番地 

14 14 第四小学校 学童クラブ 押立1250番地 

15 15 第六小学校 学童クラブ 大丸2110 

16 16 第二児童館 矢野口1780番地 

17 17 第二文化センター 学童クラブ 矢野口1780番地 

18 18 第一小学校 学童クラブ 東長沼956番地 

19 19 学童クラブ 子どもの森 矢野口1761番地 

20 20 学童クラブ 矢野口こどもクラブ 矢野口853-1 ﾊｲﾌﾞﾘｯｼﾞ 1階 

21 

幼
稚
園 

保
育
園
等 

1 青葉幼稚園 矢野口645番地 

22 2 私立コマクサ幼稚園 大丸68‐1 

23 3 梨花幼稚園 押立392 

24 4 矢の口幼稚園 矢野口1753番地 

25 5 社会福祉法人 東保育会 大丸ゆうし保育園 大丸82-4 

26 6 社会福祉法人 東保育会 中島ゆうし保育園 矢野口256番地 

27 7 社会福祉法人 東保育会 松葉保育園  矢野口2065番地 

28 8 稲城雲母保育園 大丸1025-3 

29 9 しいのみ保育園 矢野口277-11 

30 10 保育ﾙｰﾑﾌｪﾘｰﾁｪ 稲城長沼 東長沼566-１ 

31 11 上髙巨美 家庭的保育事業所（保育ママ） 矢野口620番地201 

32 12 上髙有基 家庭的保育事業所（保育ママ） 矢野口620番地203 

33 13 稲城矢野口雲母保育園 矢野口1075-1 

34 14 いなぎのぞみ保育園 大丸593-14 

35 15 子どもの森ﾁｬｲﾙﾄﾞｹｱｾﾝﾀｰ 矢野口1760番地 

36 16 子どもの森ﾁｬｲﾙﾄﾞｹｱｾﾝﾀｰぷらす 矢野口2240番地 
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№ 種別 施設名 所在地 

37 

障
害
者
支
援
施
設 

デ
イ
サ
ー
ビ
ス 

1 サロンデイ稲城 大丸313-1 ﾋﾞｭｰｱｲﾗﾝﾄﾞ OS1階 

38 2 稲城ケアセンター そよ風 押立1192-1 

39 3 ヒューマンライフケア 稲城の湯 東長沼1715-4 ﾛｰｽﾞｳｴｽﾄ 1階 

40 4 デイサービス柔・第二柔 東長沼69-2 東長沼68－2 

41 5 コンパスウォ-ク 矢野口944 

42 6 稲城柔道接骨師会 デイサービス 東長沼1174-７ 

43 7 特定非営利活動法人 わくわく 大丸60-11 サンパレス 

44 8 友遊クラブⅠ合 大丸951-14 

45 9 学校法人子どもの森 児童発達支援 Smile On 矢野口2240-1 2階 

46 10 
児童発達支援・放課後等デイサービス リアン

稲城 
東長沼1037-１ 

47 11 ハウス・ウィン稲城 東長沼1469-3 

48 12 (株)ベネッセソシアス稲城センター 押立1033-1 

49 13 デイサービス尊厳 矢野口313－7三慶ビル3階 

50 

老
人
ホ
ー
ム
等 

1 
サービス付高齢者向け住宅 そんぽの家Ｓ稲城

長沼 
東長沼1124－1 

51 2 
サービス付高齢者向け住宅 そんぽの家 稲城

矢野口 
矢野口1674-1 

52 3 地域密着型複合施設 やのくち正吉苑 矢野口1804-3 

53 4 グループホーム ハウス梨里 矢野口1276番地 

54 5 ペアウェル多摩川 東長沼665 

55 6 みんなの家・稲城長沼 東長沼1713-8 

56 7 ケアハウス・ハーモニー 松葉 矢野口1806番地 

57 8 ニチイホーム稲城 東長沼696 

58 9 社会福祉法人正夢の会 ＲＵＥ矢野口 矢野口1551-1 

59 10 社会福祉法人正夢の会 ＲＵＥ東長沼 東長沼42-1 

60 11 社会福祉法人正夢の会 ラヴィいなぎ 東長沼1559番地 

 

【土砂災害警戒区域】 

№ 種別 施設名 所在地 

1 社会

福祉

施設 

1 城山保育園南山 百村1461-1 

2 2 社会福祉法人平尾会 介護老人福祉施設 ひらお苑 平尾2-49-20 

3 3 社会福祉法人正吉福祉会 いなぎ正吉苑 平尾4-16-1 

4 医療

施設 

1 稲城市立病院 大丸1171番地 

5 2 特定医療法人研精会 稲城台病院 若葉台3-7-1 
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3-3 防災備蓄倉庫 

地区 番号 施設名称 所在地 その他 

矢野口 

１ 稲城第七小学校 矢野口 1901番地  

２ 南山小学校 矢野口 3635番地  

３ 稲城第三中学校 矢野口 3043番地  

４ 矢野口防災倉庫 矢野口 2271番地  

東長沼 
５ 稲城第一小学校 東長沼 956番地  

６ 稲城市役所 東長沼 2111番地 車庫棟倉庫 

大丸 

７ 稲城第三小学校 大丸 100番地  

８ 稲城第六小学校 大丸 2110番地  

９ 大丸防災倉庫 大丸 546番地の４  

百村 
10 稲城第一中学校 百村 23番地  

11 百村防災倉庫 百村 2017番地  

坂浜 

12 稲城第二小学校 坂浜 590番地  

13 稲城第二中学校 坂浜五丁目１番地の１  

14 坂浜防災倉庫 坂浜 974番地  

平尾 

15 平尾小学校 平尾三丁目１番地の３  

16 複合施設ふれんど平尾 平尾一丁目９番地の１ コンテナ２基含む 

17 平尾防災倉庫 平尾二丁目 41番地の 14  

押立 

18 稲城第四小学校 押立 1250番地  

19 稲城第四中学校 押立 1768番地  

20 押立防災倉庫 押立 825番地の２  

向陽台 

21 城山小学校 向陽台六丁目 17番地  

22 稲城第五中学校 向陽台三丁目１番地の１  

23 向陽台小学校 向陽台三丁目２番地  

長峰 

24 長峰小学校 長峰二丁目８番地  

25 長峰防災倉庫 長峰二丁目 31番地の１  

26 稲城長峰スポーツ広場 長峰三丁目 10番地の１  

27 稲城中央公園 長峰一丁目１番地 コンテナ 2基 

28 稲城市総合体育館 長峰一丁目１番地  

若葉台 

29 稲城第六中学校 若葉台三丁目 11番地  

30 若葉台公園防災倉庫 若葉台一丁目 19番地の１  

31 若葉台小学校 若葉台四丁目５番地  
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3-4 各施設の備蓄燃料 

施設名 使用目的 種別 容量 使用量換算 

市役所 自家発電設備 軽油 390ℓ 52ℓ/ｈ 7.5時間 

消防署 

※（上平尾消防出張所） 

自家発電設備 

消防ポンプ車・救助

車・はしご車 

軽油 
3,000ℓ 

560ℓ/月 
※5,000ℓ 

救急車・庁用車等・資

機材 
ガソリン 

6,000ℓ 
1,400ℓ/月 

※10,000ℓ 

市立病院 自家発電設備 軽油 
25,500ℓ 

40,000ℓ 
7,200ℓ/日 

学校給食共同調理場第

一調理場 
ボイラー 軽油 950ℓ ― 

中央文化センター ボイラー 灯油 6,000ℓ ― 

 

3-5 仮設住宅建設予定地 

番号 予定地 面積 棟数 

１ 稲城中央公園総合グラウンド 約 17,590㎡ 約 158棟 

２ 稲城中央公園総合グラウンド周辺路上・緑地 約 2,190㎡ 約 20棟 

３ 稲城中央公園（稲城中央公園野球場含む） 約 12,310㎡ 約 166棟 

４ 若葉台公園（テニスコート含む） 約 9,380㎡ 約 115棟 

５ 城山公園（テニスコート含む） 約 5,480㎡ 約 53棟 

６ 大丸公園（テニスコート含む） 約 3,830㎡ 約 30棟 

７ 北緑地公園（テニスコート含む） 約 11,700㎡ 約 127棟 

８ 平尾近隣公園 約 4,110㎡ 約 48棟 

 合計 約 717棟 

※避難場所としての活用を踏まえ、建設順位を決定する。 

また、学校等の早期復旧を踏まえ、学校は除く。 
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3-6 警報・注意報発表基準一覧 

令和 6年 5月 23日現在 

府県予報区：東京都   

一次細分区域：東京地方 

市町村等をまとめた地域：多摩南部 

警

報 

大雨 
(浸水害) 表面雨量指数基準 21 

(土砂災害) 土壌雨量指数基準 136 

洪水 

流域雨量指数基準 三沢川流域＝10.3 

複合基準※ － 

指定河川洪水予報に

よる基準 
多摩川［石原］ 

暴風 平均風速 25m/s 

暴風雪 平均風速 25m/s雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ 10cm 

波浪 有義波高  

高潮 潮位  

注

意

報 

大雨 
表面雨量指数基準 16 

土壌雨量指数基準 97 

洪水 

流域雨量指数基準 三沢川流域＝5.5 

複合基準※ 三沢川流域=（8、5.5）、多摩川流域（8、56.5） 

指定河川洪水予報に

よる基準 
多摩川［石原］ 

強風 平均風速 13m/s 

風雪 平均風速 13m/s雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ 5cm 

波浪 有義波高  

高潮 潮位  

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融雪  

濃霧 視程 100m 

乾燥 最小湿度 25％で実効湿度 50％ 

なだれ  

低温 
夏期：平年より 5℃以上低い日が 3日続いた後、さらに 2日以上続くとき 

冬期：-7℃以下、多摩西部は-9℃以下 

霜 晩霜期 最低気温 2℃以下 

着氷・着雪 大雪警報の条件下で気温が-2℃～2℃の時 

記録的短時間大雨情報 １時間雨量 100mm 

※（表面雨量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値 
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3-7 多摩川重要水防箇所（稲城市の区間） 

令和 6年度 

番

号 
種別 階級 岸別 地先名 

粁杭位置 

(km) 

延長 

(m) 
重要なる理由 

想定される水

防工法 

１ 工作物 Ｂ 右 大丸 31.8ｋ+136m 1箇所 
計算水位と現況堤防

高の差が余裕高未満 
－ 

２ 旧川跡 要 右 大丸 
31.2ｋ＋120m～ 

31.2ｋ＋10m 
110.9 旧川跡 釜段工法 

３ 水衝部 Ｂ 右 押立 
29.8k＋100m～ 

29.8k＋47m 
57.5 

堤防前面の洗堀のお

それがある箇所 
木流し 

４ 
水衝部 

旧川跡 

Ｂ 

要 
右 押立 

29.8k＋47m～ 

29.8k＋40m 
7.6 

堤防前面の洗堀のお

それがある箇所 

旧川跡 

木流し 

釜段工法 

５ 旧川跡 要 右 押立 
29.8k＋40m～ 

29.8k＋25m 
15.6 旧川跡 釜段工法 

６ 
越水（溢水） 

旧川跡 

Ｂ 

要 
右 押立 

29.8k＋25m～ 

29.6k＋147m 
78.9m 

計算水位と現況堤防

高の差が余裕高未満 

旧川跡 

積土のう 

釜段工法 

７ 越水（溢水） Ｂ 右 押立 
29.6k＋147m～ 

29.4k＋87m 
254.1 

計算水位と現況堤防

高の差が余裕高未満 
積土のう 

８ 
越水（溢水） 

旧川跡 

Ｂ 

要 
右 押立 

29.4k＋87m～ 

29.4k＋37m 
49.9 

計算水位と現況堤防

高の差が余裕高未満 

旧川跡 

積土のう 

釜段工法 

９ 越水（溢水） Ｂ 右 押立 
29.4k＋37m～ 

29.4k＋25m 
12.0 

計算水位と現況堤防

高の差が余裕高未満 
積土のう 

10 旧川跡 要 右 押立 
28.2k＋70m～ 

28.0k＋184m 
86.0 旧川跡 釜段工法 

11 工作物 Ｂ 右 矢野口 27.8k＋179m 1箇所 

計算水位と桁下高の

差が余裕高未満（多摩

川原橋） 

－ 

12 旧川跡 要 右 矢野口 
27.8k＋94m～ 

27.8k＋25m 
69.2 旧川跡 釜段工法 

※Ａ：水防上最も重要な区間  

Ｂ：水防上重要な区間 

要：要注意区間 
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3-8 災害救助法による救助の内容等 

（東京都災害救助法施行細則（令和 6年 10月 17日）による。） 

種類 対象及び方法 費用の種類及び限度額等 期間 

避難所の設置 1 避難所は、災害により現に被害を

受け、又は受けるおそれのある者に

供与するものとする。 

２ 避難所は、学校、公民館等既存建

物の利用を原則とするが、これらの

適当な建物を利用することが困難な

ときは野外に移動可能な施設、車両

等を設置し、又はその他の適切な方

法により実施するものとする。 

３ 避難所での避難生活が長期にわ

たる場合等においては、避難所で避

難生活している者への健康上の配

慮等により、ホテル・旅館など宿泊施

設の借上げを実施し、これを供与す

ることができる。 

一 避難所設置のため支出できる費用は、避難所の

設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、

消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、

借上費又は購入費、光熱水費及び仮設便所等の

設置費とし一人一日当たり 350円とする。 

二 高齢者、障害者等(以下「高齢者等」という。)であ

つて避難所での生活において特別な配慮を必要と

するものに供与する福祉避難所を設置した場合、

特別な配慮のために必要な当該地域における通

常の実費を加算することができる。 

災害発生の日から

７日以内 

応急仮設住宅

の供与 

応急仮設住宅は、住家が全壊し、全

焼し、又は流失し、居住する住家がな

い者であって、自らの資力では住家

を得ることができないものに、建設し

供与するもの(以下「建設型応急住宅」

という。)、民間賃貸住宅を借上げて供

与するもの(以下「賃貸型応急住宅」と

いう。)又はその他適切な方法により供

与するものとする。 

1 建設型仮設住宅 

(1) 建設型仮設住宅の設置に当たっては、原則とし

て、公有地を利用するものとする。ただし、これら

適当な公有地を利用することが困難な場合は、民

有地を利用することを可能とする。 

(2) 一戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏ま

え、地域の実情、世帯構成等に応じて設定し、そ

の設置のために支出できる費用は、設置に係る原

材料費、労務費、附帯設備工事費、輸送費及び

建築事務費等の一切の経費として、6,883,000以

内とする。 

(3) 建設型仮設住宅を同一敷地内又は近接する地

域内におおむね 50戸以上設置した場合は、居住

者の集会等に利用するための施設を設置でき、

50戸未満の場合でも戸数に応じた小規模な施設

を設置できる。 

(4) 福祉仮設住宅(老人居宅介護等事業等を利用し

やすい構造及び設備を有し、高齢者等であって

日常の生活上特別な配慮を要する複数のものに

供与する施設をいう。)を建設型応急住宅として設

置できる。 

(5) 建設型応急住宅の供与終了に伴う建設型応急

住宅の解体撤去及び土地の原状回復のために支

出できる費用は、当該地域における実費とする。 

2 賃貸型応急住宅 

賃貸型応急住宅の一戸当たりの規模は、世帯の

人数に応じて前号(二)に定める規模に準ずることと

し、その借上げのために支出できる費用は、家賃、

共益費、敷金、礼金、仲介手数料又は火災保険等そ

の他民間賃貸住宅の貸主又は仲介業者との契約に

不可欠なものとして、地域の実情に応じた額とする。 

1 建設型応急住

宅の設置について

は、災害発生の日

から 20日以内に

着工しなければな

らない。 

2 賃貸型応急住

宅は、災害発生の

日から速やかに民

間賃貸住宅を借上

げ、提供しなけれ

ばならない。 

3 建設型応急住

宅及び賃貸型応

急住宅を供与でき

る期間は、完成の

日から建築基準法

(昭和二十五年法

律第二百一号)第

八十五条第三項

又は第四項に規

定する期限内とす

る。 

炊き出しその

他による食品

の供与 

1 炊き出しその他による食品の給与

は、避難所に避難している者又は住

家に被害を受け、若しくは災害により

現に炊事のできない者に対して行う

ものとする。 

2 炊き出しその他による食品の給与

は、被災者が直ちに食することがで

きる現物により行うものとする。 

炊き出しその他による食品の給与を実施するため支

出できる費用は、主食、副食及び燃料等の経費とし

て一人一日当たり 1,330円以内とする。 

炊き出しその他に

よる食品の給与を

実施できる期間

は、災害発生の日

から 7日以内とす

る。 
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種類 対象及び方法 費用の種類及び限度額等 期間 

飲料水の供給 現飲料水の供給は、災害のため現に

飲料水を得ることができない者に対し

て行うものとする。 

飲料水の供給を実施するため支出できる費用は、水

の購入費のほか、給水又は浄水に必要な機械又は

器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品費及

び資材費とし、当該地域における通常の実費とす

る。 

飲料水の供給を実

施できる期間は、

災害発生の日から

7日以内とする。 

被服、寝具そ

の他生活必需

品の給与又は

貸与 

1 被服、寝具その他生活必需品の給

与又は貸与は、住家の全壊、全焼、

流出、半壊、半焼又は床上浸水、全

島避難等により、生活上必要な被

服、寝具その他日用品等を喪失又

は損傷等により使用することができ

ず、直ちに日常生活を営むことが困

難な者に対して行うものとする。 

2 被服、寝具その他生活必需品の給

与又は貸与は、被害の実情に応じ、

次に掲げる品目の範囲内において

現物をもって行うものとする。 

(1) 被服、寝具及び身の回り品 

(2) 日用品 (3) 炊事用具及び食器 

(4) 光熱材料 

被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与のた

め支出できる費用は、季別及び世帯区分により一世

帯当たり次表に掲げる額の範囲内とする。この場合

において季別は、災害発生の日をもって決定する。 

災害発生の日から

10日以内とする。 

区分 

単位百円 

１人 

世帯 

２人 

世帯 

３人 

世帯 

４人 

世帯 

５人 

世帯 

６人以上 
１人増す 
ごとに加算 

全壊・全

焼・流失 
夏 198 254 377 450 570 83 

冬 328 424 590 690 870 120 

半壊・半

焼・床上

浸水 

夏 65 87 130 159 200 28 

冬 104 136 194 230 290 38 

医療 １ 医療は、災害のため医療の途を失

った者に対して、応急的に処置する

ものとする。 

２ 医療は救護班によって行う。ただ

し、急迫した事情があり、やむを得な

い場合においては、病院又は診療

所(あん摩マツサージ指圧師、はり

師、きゆう師等に関する法律に規定

するあん摩マツサージ指圧師、はり

師、きゆう師又は柔道整復師法に規

定する柔道整復師(以下「施術者」と

いう。)を含む。)において医療(施術

者が行うことのできる範囲の施術を

含む。)を行うことができる。 

３ 医療は、次の範囲内において行う

ものとする。 

(1) 診療  

(2) 薬剤又は治療材料の支給  

(3) 処置、手術その他の治療及び

施術  

(4) 病院又は診療所への収容  

(5) 看護 

医療のため支出できる費用は、救護班による場合は

使用した薬剤、治療材料及び破損した医療器具の

修繕等の実費とし、病院又は診療所による場合は国

民健康保険の診療報酬の額以内とし、施術者による

場合は協定料金の額以内とする。 

医療を実施できる

期間は、災害の発

生の日から 14日

以内とする。 

助産 1 助産は、災害発生の日以前又は以

後の 7日以内に分べんした者であ

って、災害のため助産の途を失った

ものに対して行うものとする。 

2 助産は次の範囲内において行うも

のとする。 

(1) 分べんの介助  

(2) 分べん前及び分べん後の処置 

(3) 脱脂綿、ガーゼその他の衛生

材料の支給 

助産のため支出できる費用は、救護班等による場合

は使用した衛生材料等の実費とし、助産師による場

合は慣行料金の 8割以内の額とする。 

助産を実施できる

期間は、分べんし

た日から 7日以内

とする。 

被災者の救出 災害のため現に生命若しくは身体が

危険な状態にある者又は生死不明の

状態にある者に対して捜索又は救出

を行うものとする。 

被災者の救出のため支出できる費用は、舟艇その

他救出のための機械、器具等の借上費又は購入

費、修繕費、燃料費等とし、当該地域における通常

の実費とする。 

被災者の救出期

間は、災害発生の

日から３日以内と

する。 
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種類 対象及び方法 費用の種類及び限度額等 期間 

被災

した

住宅

の応

急修

理 

住家の

被害の

拡大を

防止す

るため

の緊急

の修理 

住家の被害の拡大を防止するための

緊急の修理は、災害のため住家が半

壊、半焼又はこれらに準ずる程度の

損傷を受け、雨水の侵入等を放置す

れば住家の被害が拡大するおそれが

ある者に対して行うものとする。 

住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理が

必要な部分に対し、合成樹脂シート、ロープ、土のう

等を用いて行うものとし、その修理のために支出でき

る費用は、一世帯当たり 51，500円以内とする。 

住家の被害の拡

大を防止するため

の緊急の修理は、

災害発生の日から

10日以内に完了

するものとする。 

日常生

活に必

要な最

小限度

の部分

の修理 

日常生活に必要な最小限度の部分

の修理は、次の各号のいずれかに該

当する者に対して行うものとする。 

1 災害のため住家が半壊、半焼若し

くはこれらに準ずる程度の損傷を

受け、自らの資力では応急修理を

することができない者 

2 大規模な補修を行わなければ居

住することが困難である程度に住

家が半壊した者 

居室、炊事場及び便所等日常生活に必要最小限度

の部分に対し、現物をもって行うものとし、その修理

のため支出できる費用は、１世帯当たり次の額以内

とする。 

１ 二に掲げる世帯以外の世帯 717,000円 

２ 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を

受けた世帯 348,000円 

日常生活に必要な

最小限度の部分

の修理は、災害発

生の日から 3月以

内に完了するもの

とする。 

学用品の給与 1 学用品の給与は、住家の全壊、全

焼、流出、半壊、半焼又は床上浸水

による喪失若しくは損傷等により学

用品を使用することができず、就学

上支障のある小学校児童(特別支援

学校の小学部児童を含む。以下同

じ。)、中学校生徒(中等教育学校の

前期課程及び特別支援学校の中学

部生徒を含む。以下同じ。)及び高

等学校等生徒(高等学校(定時制の

課程及び通信制の課程を含む。)、

中等教育学校の後期課程(定時制の

課程及び通信制の課程を含む。)、

特別支援学校の高等部、高等専門

学校、專修学校及び各種学校の生

徒をいう。以下同じ。)に対して行うも

のとする。 

2 学用品の給与は、被害の実情に応

じ次に掲げる品目以内において現

物をもって行うものとする。 

(1) 教科書 (2) 文房具  

(3) 通学用品 

学用品の給与のため支出できる費用は、次の額以

内とする。 

1 教科書代 

(1) 小学校児童及び中学校生徒 教科書の発行に

関する臨時措置法第二条第一項に規定する教科

書及び教科書以外の教材で、教育委員会に届け

出て、又はその承認を受けて使用しているものを給

与するための実費 

(2) 高等学校等生徒 正規の授業で使用する教材

を給与するための実費 

2 文房具及び通学用品 

小学校児童一人につき 5,200円 

中学校生徒一人につき 5,500円 

高等学校等生徒一人につき 6,000円 

学用品の給与を実

施できる期間は、

災害発生の日から

教科書については

1月以内、その他

の学用品について

は、15日以内とす

る。 

埋葬 1 埋葬は、災害の際死亡した者につ

いて、死体の応急的処理程度のもの

を行うものとする。 

2 埋葬は、次の範囲内において、な

るべく棺又は棺材等の現物をもって

実際に埋葬を実施する者に支給す

るものとする。 

(1) 棺(附属品を含む。)  

(2) 埋葬又は火葬(賃金職員等雇上

費を含む。)  

(3) 骨つぼ及び骨箱 

埋葬のため支出できる費用は、1体当たり、大人

226,100円以内、小人 180,800円以内とする。 

埋葬を実施できる

期間は、災害の発

生の日から 10日

以内とする。 

死体の捜索 死体の捜索は、災害により現に行方

不明の状態にあり、かつ、各般の事情

により既に死亡していると推定される

者に対して行うものとする。 

死体の捜索のため、支出できる費用は、舟艇その他

捜索のための機械、器具等の借上費又は購入費、

修繕費、燃料費等とし、当該地域における通常の実

費とする。 

死体の捜索の期間

は、災害発生の日

から 10日以内とす

る。 
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種類 対象及び方法 費用の種類及び限度額等 期間 

死体の処理 1 死体の処理は、災害の際死亡した

者について、死体に関する処理(埋

葬を除く。)を行うものとする。 

2 死体の処理は、次の範囲内におい

て行うものとする。 

(1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処

理 

(2) 死体の一時保存  

(3) 検案 

3 検案は、原則として救護班によっ

て行うものとする。 

死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げると

おりとする。 

1 死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用

は、1体当たり 3,600円以内の額とする。 

2 死体の一時保存のための費用は、死体を一時収

容するために既存建物を利用する場合は、当該施

設の借上費について通常の実費の額とし、既存建

物を利用できない場合は一体当たり 5,700円以内

の額とする。これらの場合において、死体の一時保

存にドライアイスの購入費等の経費が必要なとき

は、当該地域における通常の実費を加算すること

ができる。 

3 検案が救護班によることができない場合は当該地

域の慣行料金の額以内とする。 

死体の処理の期

間は、災害発生の

日から 10日以内

とする。 

災害によって

住居又はその

周辺に運ばれ

た土石、竹木

等で日常生活

に著しい支障

を及ぼしてい

るもの(以下

「障害物」とい

う。)の除去 

障害物の除去は、居室、炊事場等生

活に欠くことのできない場所又は玄関

に障害物が運び込まれているため一

時的に居住できない状態にあり、か

つ、自らの資力をもってしては、当該

障害物を除去することができない者に

対して行うものとする。 

障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、ス

コップその他除去のため必要な機械、器具等の借上

費又は購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、

区市町村内において障害物の除去を行った一世帯

当たりの平均が 140,000円以内の額とする。 

障害物の除去の

期間は、災害発生

の日から 10日以

内とする。 

輸送費及び賃

金職員等雇上

費 

救助のための輸送費及び賃金職員

等雇上費の支出は、次に掲げる事

項に対して行うものとする。 

(1) 被災者の避難に係る支援 

(2) 医療及び助産  

(3) 被災者の救出  

(4) 飲料水の供給  

(5) 死体の捜索 

(6) 死体の処理 

(7) 救済用物資の整理配分 

救助のため支出できる輸送費及び賃金職員等雇上

費は、当該地域における通常の実費とする。 

救助のための輸送

及び賃金職員等

の雇用を認められ

る期間は、当該救

助の実施が認めら

れる期間とする。 

 範 囲 費用の限度額（１人１日当たり） 期間 

実費弁償 災害救助法施行令第

10条第１号から第４号

までに規定する者 

医師 22,200円以内、歯科医師 21,300円以内、薬剤師等 18,400円

以内、保健師・助産師・看護師 17,300円以内、準看護師 14,200円

以内、診療放射線技師等 15,300円以内、歯科衛生士 14,900円以

内、救急救命士 17,700円以内、土木技術・建築技術者 16,600円以

内、大工 28,800円以内、左官 30,800円以内、とび職 31,200円以内 

救助の実施が認

められる期間以内 
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3-9 被害程度の認定基準 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針（令和 6年 5月）等による。） 

項目 被害程度の認定基準 

人 的

被害 

死者 
当該災害が原因で死亡し死体を確認したもの又は死体を確認できないが死亡し

たことが確実な者とする。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある者とする。 

重傷者 
当該災害により負傷し、医師の治療を受け又は受ける必要のある者のうち１月以

上の治療を要する見込みのものとする。 

軽傷者 
当該災害により負傷し、医師の治療を受け又は受ける必要のある者のうち１月未

満で治療できる見込みのものとする。 

住 家

被害 

住家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを

問わない。 

住家全壊（全焼・全

流失） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、

流失、埋没、焼失したもの又は住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使

用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流失した部

分の床面積がその住家の延床面積の 70%以上に達した程度のもの又は住家の主要

な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割

合が 50%以上に達した程度のものとする。 

住家半壊（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損

壊が甚だしいが、補修すれば元通りに使用できる程度のもので、具体的には、損

壊部分がその住家の延べ床面積の 20％以上 70％未満のもの又は住家の主要な構

成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が

20％以上 50％未満のもとする。 

 大規模半壊 

居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わ

なければ当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住

家の延床面積の 50％以上 70％未満のもの又は住家の主要な構成要素の経済的被

害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 40％以上 50％未

満のものとする。 

 中規模半壊 

居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面する部分の

過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住することが困

難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 30％以上 50％未満の

もの又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表

し、その住家の損害割合が 30％以上 40％未満のものとする。 

 半壊 

住家半壊（半焼）のうち、大規模半壊、中規模半壊を除くもの。具体的には、損

壊部分がその住家の延床面積の 20％以上 30％未満のもの又は住家の主要な構成

要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が

20％以上 30％未満のもの。 

準半壊 

住家が半壊又は半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的には、損壊部分

がその住家の延床面積の 10％以上 20％未満のもの又は住家の主要な構成要素の

経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 10％以上

20％未満のものとする。 

一部破損 
全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のもの。

ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。 

床上浸水 
住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当しないが、土砂、竹木等

のたい積等により一時的に居住することができないもの。 

床下浸水 床上浸水にいたらない程度に浸水したもの。 

非住

家被

害 

非住家 
住家以外の建物でこの報告中他の被害箇所項目に属さないもの。これらの施設に

人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

公共建物 例えば役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用に供する建物。 
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その他 公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物。 

非住家被害 全壊又は半壊の被害を受けたもののみを記入する。 

その

他 

田の流失、埋没 田の耕土が流失し又は砂利等のたい積のため、耕作が不能になったもの。 

田の冠水 稲の先端が見えなくなる程度に水につかったもの。 

畑の流失、埋没 
田の例に準じて取り扱う。 

畑の冠水 

文教施設 
小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾学校、養護学校及

び幼稚園における教育の用に供する施設。 

道路 
道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第２条第１項に規定する道路のうち、橋りょ

うを除いたもの。 

橋りょう 道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋。 

河川 

河川法（昭和 39 年法律第 167 号）が適用され、もしくは準用される河川もしく

はその他の河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止そ

の他の施設もしくは沿岸を保全するために防護することを必要とする河岸。 

港湾 
港湾法（昭和 25 年法律第 218 号）第２条第５項に規定する水域施設、外かく施

設、けい留施設、又は港湾の利用及び管理上重要な臨港交通施設。 

砂防 

砂防法（明治 30年法律第 29号）第１条に規定する砂防施設、同法第３条の規定

によって同法が準用される砂防のための施設又は同法第３条の２の規定によっ

て同法が準用される天然の河岸。 

清掃施設 ごみ処理及びし尿処理施設。 

鉄道不通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害。 

被害船舶 

ろかいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能になったもの

及び流出し、所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない程度

の被害を受けたもの。 

電話 災害により通信不能となった電話の回線数。 

電気 災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数。 

水道 
上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における

戸数。 

ガス 
一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く供

給停止となった時点における戸数。 

ブロック塀 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数。 

罹災世帯 

災害により全壊、半壊及び床上没水の被害を受け通常の生活を維持できなくなっ

た生計を一にしている世帯。例えば寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊

するもので共同生活を営んでいるものについては、これを一世帯として扱い、ま

た同一家屋の親子、夫婦であっても、生活が別であれば分けて扱う。 

罹災者 罹災世帯の構成員。 

火災

発生 
火災発生件数については、地震又は火山噴火の場合のみ報告する。 

被害

金額 

公立文教施設 公立の文教施設。 

農林水産業施設 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和 25 年法

律第 169号）による補助対象となる施設をいい、具体的には、農地、農業用施設、

林業用施設、漁港施設及び共同利用施設。 

公共土木施設 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26年法律第 97号）による国庫負

担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、林地荒廃防止

施設、道路、港湾及び漁港。 

その他の公共施設 
公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をいい、例えば

庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又は公共の用に供する施設。 

災害中間年報及び災害年報の公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他の公共施設につ

いては査定済額を記入し、未査定額（被害見込額）はカッコ外書きするものとする。 
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公共施設被害市町村 
公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他の公共施設の被害を受

けた市町村。 

農産被害 農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作物等の被害。 

林産被害 農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害。 

畜産被害 農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害。 

水産被害 農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えば、のり、漁具、漁船等の被害。 

商工被害 建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等とする。 

備考欄には、災害発生場所、災害発生年月日、災害の種類及び概況、消防機関の活動状況その他について簡

潔に記入する。 

 

 

 

 


